
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 情報共有の原則 

平成１７年に川崎市自治基本条例が施行され、区民会

議等制度を整えてきましたが、こういった制度が実質的

に機能していくためには市の側から市民へ情報発信を

していくと同時に、市民からの情報を受け止め闊達な情

報共有を図ることが重要だと考えています。自治基本条

例において参加・協働・情報共有は自治運営の基本原則

ですが、情報共有の原則は参加と協働の原則の基礎とな

るものです。そのような意味でも、情報の効果的、効率

的なあり方を検討し、市民自治推進に役立てていかなければなりません。 

 
 

市の広報について 
市政広報には、市民参加を進めていく上で市民が主

権者として必要な情報を積極的に提供していくとい

う基本理念があります。自治推進の中で、広報は市と

市民のパイプ役から、情報共有の担い手となってきて

います。現在は月に2回紙媒体で発行していますが、

同時にラジオやテレビ・フリーペーパーなど様々なメ

ディアを利用して発信を行っています。ただ課題とし

ては、一方向の広報となってしまうため最近ではイン

ターネットを利用した手法なども取り入れ始めてい

ます。また、今後デジタル放送が開始されることによ

って、映像の発信方法が変わった場合にどのように対

応するかなど、職員の専門性が必要になることが増え

ていくことも課題となって

います。 

 

 

      

市の報道について 
報道担当では、政策決定・イベント・事件事故など

庁内で起こるあらゆるものについて窓口となり、報道

各社に情報提供しています。方法としては、「記者会

見」と資料を提供する「投込み」があり、新聞やテレ

ビなどを通して市民に情報を届けています。最近では、

市のホームページでも報道各社に提供した情報を閲

覧できるようにしました。7月からは「報道掲示板」

を始め、3ヶ月前には市内でどのようなイベントが行

われるかといった情報を記者に提供し、イベント前の

詳細資料の投込みと共に情報提供手法の強化を行っ

て

信頼を得る１つの方法で

ます。

います。 

報道担当の姿勢は、市民に対し正直であることです。

正確な情報を伝えると共に隠し

事をしないという認識の下、ど

んな不祥事でも公表することが

市民の

あると考えてい

 第４回「川崎市自治推進委員会」が、平成１９年７月３０日（月）に高津区役所保健ホールで開催されま

した。今回の委員会では、市民自治推進のための情報発信・情報共有の手法について、現状の報告と市民

委員からの提案があり、今後の情報発信・共有方法について意見交換を行いました。 
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梅本委員 市民と市民が直接交流する機会こそが情

報共有であり、様々な市民が一同に会する区民会議こそ、

世代間の交流を進めていくための重要な拠点となるの

ではないでしょうか。そのためにはまず、区民会議を多

くの市民に知ってもらうため、ホームページだけではな

く駅や学校などに掲示板を設置することも効果的だと

思います。また、子育て世代が参加しやすいように区民

会議に保育を付ける、小学校の授業で自治基本条例の取

組紹介、区職員の区民会議傍聴など様々な方向から進め

ていくことが大切だと考えます。 

竹井委員 情報は膨大な量であるため、市民も行政も

共有が難しいと思います。したがって、重要なことは必

要になったときに必要な情報を得ることができる仕組

みを作ることです。そこで市民が行政に問い合わせた場

合に、双方の間で話し合いながら必要な情報を探してい

けるような「市民情報共有センター」のようなものがあ

ればいいと考えました。また、藤沢市で実施されている

ようなインターネット上に公開掲示板を作り、市職員と

市民が双方向の意見・情報交換を日常的にできる仕組み

を作ることも効果的だと思います。 

吉田委員 20代、30代の市民は日 

常生活で地域に関わることが少なく、地 

域に対する問題意識が非常に低い上、そ 

れに不便も感じていないのではないかと 

思います。問題意識を持ってもらうため 

には、地域で過ごす時間を増やす必要があり、趣味と地

域を結びつけることが大切です。その情報収集の場とし

てインターネットの充実が有効な手段であると考えま

す。メールマガジンやＳＮＳ(※)のようなものを利用し、

若年層に地域への興味を持ってもらう手助けをすると

同時に、ホームページ自体の周知も重要です。 
 

 
市民委員の提言・意見交換

矢島委員 市内だけではなく、市外に対してもマスコ

ミを通してもっと市民自治の取組を取り上げてもらう

必要があります。また「市民自治」という言葉自体も、

もっと親しみやすい言葉を作って広めてはどうでしょ

うか。同時に、市民が役所を訪れたときや、ホームペー

ジを閲覧した場合に、いかに効率よく情報にアクセスで

きるかが重要です。また、メールマガジンをターゲット

層別に発信する、市民向けに情報発信についての研修会

を開くといったこともできると考えます。また、情報提

供のためのサポートセンターとなる拠点を作ったり、若

しくはインターネット上に設けてはどうでしょうか。ま

た、市民に必要な情報を繋ぎ合わせるようなコンシェル

ジュ制度のようなものを作るのも話題性があるかもし

れません。 
小島委員長 市民間の情報は、コ 

ミュニティを通して共有されますが、 

コミュニティといってもインターネ 

ット上や市民同士の集まりなど様  々

なものがあり、どう活性化するかという課題にも繋がっ

ています。また、若者の社会参加に結びつけるというお

話しがありましたが、地域に楽しいことがあれば若者も

飛びつくと思います。楽しいことに自己実現があり、そ

れが地域のためになる活動に結びついていくような仕

掛けを作ることが重要だと思います。 

阿部市長 子どもへの自治教育について、今まで子ど

もの視点から見て必要な情報を提供することがありま

せんでした。副読本も環境は環境、福祉 

は福祉で個別にありますが、包括するよ 

うな情報提供が欠けていることに気づか 

されました。地域人としてどう育つかと 

いう視点が大事だと思います。

 
 
 
 

※ ＳＮＳとは、利用登録者がインターネット上に日記などを公開したり、同じ趣味の人がコミュニティという集団を作り情報交換をするページのことです。 

次回の委員会は、９月２７日（木）18:30～ 明治安田生命ビル２階第１会議室 にて開催します。 

区民会議における論点などについて討議する予定です。     （川崎市本庁舎東側） 

※ 委員会の傍聴が可能ですので、興味を持たれた方は、ぜひお越し下さい。 

 
□発行／お問い合わせ先：川崎市総合企画局自治政策部 
〒210-8577 川崎市川崎区宮本町1番地 

TEL 044（200）2094  FAX 044（200）3800 e-mail 20ziti@city.kawasaki.jp

ムページ http://www.city.kawasaki.jp/20/20bunken/home/site/jichi/index.htm 

 ホームページを随時更新しております。あわせてご覧ください。 
 また、「かわさきメールニュース」の「かわさき自治マガジン」からも最新情報をお届けします。
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